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イベント開催
教育普及活動
教育普及活動
教育普及活動
事務作業全般

検討

イベント開催

学校等団体来館対応（随時）
学校等への出前授業
社会教育施設等との連携講座（随時）
広報活動
ミュージアムグッズの販売

活動種別活動名 2月 3月6月

活動時期

保守点検・修繕
保守点検・修繕
事務作業全般

11
月

12
月

1月7月

企画展の実施

事務事業概要書

事業概要

茅ヶ崎の自然や歴史・文化に関する資料や情報を、展示やワークショップをはじめとした
教育普及活動をとおして市民・利用者への学びの機会を創出するとともに、デジタルアー
カイブを活用し学校教育との連携を促進します。加えて、市民・利用者が安全・快適に利
用できるよう、設備の保守点検を定期的に実施し、適切な施設管理を行います。

事務事業名

建物及び敷地維持管理業務
法定点検及び各種保守点検
基本展示の入替

8月 9月
10
月

4月 5月

特別展の実施

博物館管理運営業務

部名 課かい名 博物館教育推進部



根拠法令
抜粋

・教育基本法
（社会教育）
第十二条　個人の要望や社会の要請にこたえ、社会において行われる教育は、国及び地方
公共団体によって奨励されなければならない。
２　国及び地方公共団体は、図書館、博物館、公民館その他の社会教育施設の設置、学校
の施設の利用、学習の機会及び情報の提供その他の適当な方法によって社会教育の振興に
努めなければならない。
・社会教育法
(市町村の教育委員会の事務)
第5条　市(特別区を含む。以下同じ。)町村の教育委員会は、社会教育に関し、当該地方の
必要に応じ、予算の範囲内において、次の事務を行う。
四　所管に属する図書館、博物館、青年の家その他社会教育に関する施設の設置及び管理
に関すること。
・地方教育行政の組織及び運営に関する法律
(教育機関の設置)
第三十条　地方公共団体は、法律で定めるところにより、学校、図書館、博物館、公民館
その他の教育機関を設置するほか、条例で、教育に関する専門的、技術的事項の研究又は
教育関係職員の研修、保健若しくは福利厚生に関する施設その他の必要な教育機関を設置
することができる。

・博物館法
(設置)
第十八条　公立博物館の設置に関する事項は、当該博物館を設置する地方公共団体の条例
で定めなければならない。
(所管)
第十九条　公立博物館は、当該博物館を設置する地方公共団体の教育委員会の所管に属す
る。

法的
実施根拠

あり
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事務事業名 デジタルアーカイブ構築活用事業

事務事業概要書

部名 教育推進部 課かい名 博物館

事業概要

内閣房デジタル田園都市国家構想が掲げる「全国どこでも誰もが便利で快適に暮らせる社
会」を目指し、令和４年度に構築した、博物館、美術館、社会教育課文化財保護担当及び
文化推進課市史編さん担当が所有する知的財産（史跡、図書、写真など）を搭載した茅ヶ
崎版のデジタルアーカイブを活用し、利用者の学習意欲が湧くコンテンツの作成を行いま
す。また、ICTを使用した講座を行うために整備したWi-Fi環境を活用した博物館事業を展
開します。
また、GIGAスクール構想と教育活動の連携を深め、リモート出前授業等のオンラインでの
学習機会の提供を積極的に行います。

活動名 活動種別

活動時期

4月 5月 6月 7月 8月 3月
12
月

1月 2月

ICTを使用した事業の実施 市民等向け研修・講座

9月
10
月

11
月

デジタルアーカイブの維持管理 保守点検・修繕
コンテンツの作成及び追加 検討

GIGAスクール構想との連携 教育普及活動
オンライン出前授業の実施（随時） 教育普及活動



法的
実施根拠

あり

根拠法令
抜粋

・教育基本法
（社会教育）
第十二条　個人の要望や社会の要請にこたえ、社会において行われる教育は、国及び地方
公共団体によって奨励されなければならない。
２　国及び地方公共団体は、図書館、博物館、公民館その他の社会教育施設の設置、学校
の施設の利用、学習の機会及び情報の提供その他の適当な方法によって社会教育の振興に
努めなければならない。
・社会教育法
(市町村の教育委員会の事務)
第5条　市(特別区を含む。以下同じ。)町村の教育委員会は、社会教育に関し、当該地方の
必要に応じ、予算の範囲内において、次の事務を行う。
四　所管に属する図書館、博物館、青年の家その他社会教育に関する施設の設置及び管理
に関すること。
・地方教育行政の組織及び運営に関する法律
(教育機関の設置)
第三十条　地方公共団体は、法律で定めるところにより、学校、図書館、博物館、公民館
その他の教育機関を設置するほか、条例で、教育に関する専門的、技術的事項の研究又は
教育関係職員の研修、保健若しくは福利厚生に関する施設その他の必要な教育機関を設置
することができる。

・博物館法
(設置)
第十八条　公立博物館の設置に関する事項は、当該博物館を設置する地方公共団体の条例
で定めなければならない。
(所管)
第十九条　公立博物館は、当該博物館を設置する地方公共団体の教育委員会の所管に属す
る。
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事務事業名 文化資料館跡地処分事業

事務事業概要書

部名 教育推進部 課かい名 博物館

事業概要

令和４年度に博物館を開館したことから、旧文化資料館については解体工事を行い、跡地
の売却を行います。
家屋事前事後調査を行い、工事については教育施設課と、土地の売却については資産経営
課と連携し、令和５年度中に完了します。

活動名 活動種別

活動時期

4月 5月 6月 7月 8月 3月
12
月

1月 2月

現場調査及び周辺住民への説明 現場調査・訪問

9月
10
月

11
月

建物及び敷地の管理 保守点検・修繕
産業廃棄物処分及び歌碑移設等 事務作業全般

説明会の開催 相談・問合せ対応
家屋事前調査 業務委託
解体工事 工事
家屋事後調査 業務委託
土地の売却 事務作業全般



法的
実施根拠

あり

根拠法令
抜粋

・地方自治法
(普通財産の管理及び処分)
第二百三十八条の五　普通財産は、これを貸し付け、交換し、売り払い、譲与し、若しく
は出資の目的とし、又はこれに私権を設定することができる。

・不動産登記法
（当事者の申請又は嘱託による登記）
第十六条　登記は、法令に別段の定めがある場合を除き、当事者の申請又は官庁若しくは
公署の嘱託がなければ、することができない。（略）

・茅ヶ崎市市有財産規則
（趣旨）
第１条　この規則は、法令その他別に定めがあるもののほか、市有財産の取得、管理及び
処分に関し必要な事項を定めるものとする。（略）
第６章　処分
（売払い等の申請）
第４２条　普通財産の売払い、交換又は譲与（以下「売払い等」という。）を受けようと
する者は、一般競争入札の方法によるとき又はその他市長が特別の理由があると認めると
きを除き、茅ヶ崎市普通財産買受等申請書（第８号様式）に必要な書類を添えて市長に申
請しなければならない。（略）
（諮問）
第４３条　市長は、普通財産（不動産に限る。）の売払い又は交換をするときは、あらか
じめ茅ヶ崎市附属機関設置条例（平成１０年茅ヶ崎市条例第４４号）に基づき設置された
茅ヶ崎市不動産評価委員会の意見を聴かなければならない。ただし、市長が特別の理由が
あると認めるときは、この限りでない。（略）

・茅ヶ崎市附属機関設置条例
別表
茅ヶ崎市不動産評価員会：茅ヶ崎市の財産のうち不動産を処分する場合における当該価格
につき市長の諮問に応じて調査審議し、その結果を答申すること。

・茅ヶ崎市不動産評価委員会規則
（所掌事項）
第２条　委員会は、茅ヶ崎市の財産のうち不動産を処分する場合における当該価格につき
市長の諮問に応じて調査審議し、その結果を答申するものとする。



1 ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■
2 ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■
3 ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■
4 ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■
5 ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■
6 ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■
7
8
9
10
11
12
13
14
15

事務事業名 民俗資料館保存管理運営事業

事務事業概要書

部名 教育推進部 課かい名 博物館

事業概要

市指定重要文化財である旧和田家住宅及び旧三橋家住宅を確実に次世代に継承するため、
適切に保存・管理するとともに、一般公開や市内小・中学校の児童・生徒の学びの場とし
て活用することで、市の文化財についての普及啓発を図ります。
平成２９年７月２８日に寄附を受けた、市指定史跡の藤間家の土地、及び国登録有形文化
財である主屋、その他数々の民俗資料・文書等の収蔵資料を次世代に継承するため、適切
に保存・管理し、調査・研究を進めます。
また、その調査・研究の結果を活用し、一般公開を行うことで、地域の遺産を活用した文
化財の周知、学びの場の提供を図るものです。

活動名 活動種別

活動時期

4月 5月 6月 7月 8月 3月
12
月

1月 2月

国登録有形文化財旧藤間家住宅維持管理 保守点検・修繕

9月
10
月

11
月

市指定重要文化財旧和田家住宅・旧三橋家住宅の保存管理 保守点検・修繕
市指定重要文化財旧和田家住宅・旧三橋家住宅の公開 事務作業全般

市指定史跡の維持管理 保守点検・修繕
所蔵資料の調査・整理・保管 事務作業全般
旧藤間家主屋保存活用計画の検討 検討



法的
実施根拠

あり

根拠法令
抜粋

・文化財保護法
(政府及び地方公共団体の任務)
第三条　政府及び地方公共団体は、文化財がわが国の歴史、文化等の正しい理解のため欠
くことのできないものであり、且つ、将来の文化の向上発展の基礎をなすものであること
を認識し、その保存が適切に行われるように、周到の注意をもつてこの法律の趣旨の徹底
に努めなければならない。
（登録有形文化財の管理）
第六十条　登録有形文化財の所有者は、この法律及びこれに基づく文部科学省令に従い、
登録有形文化財を管理しなければならない。

・茅ヶ崎市文化財保護条例
(この条例の目的)
第1条　この条例は、茅ヶ崎市(以下「市」という。)に所在する文化財を保存し、かつ、そ
の活用を図り、もって市民の文化向上に資するとともに、わが国文化の進歩に貢献するこ
とを目的とする。
(所有者等の管理義務)
第5条　第3条の規定による指定を受けた文化財の所有者又は管理者(以下「所有者等」と
いう。)は、教育委員会の指示に従い、その文化財を管理しなければならない。

・茅ヶ崎市文化資料館条例
(設置、名称及び位置)
第2条　文化的又は自然誌的郷土の資料を調査し、収集し、研究し、保管し、及び展示す
ることにより市民の郷土愛と郷土文化の向上を図るため茅ヶ崎市文化資料館(以下「資料
館」という。)を設置し、その名称及び位置は、次のとおりとする。
名称　茅ヶ崎市民俗資料館（旧藤間家住宅）
位置　 茅ヶ崎市柳島二丁目6番30号
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